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はしがき 

 
第１次・第２次地方分権改革では、国と地方の関係を対等・協力の関係に変

えるという理念の下、地域が自らの創意と工夫により課題を解決するための制

度的基盤の構築が図られてきた。 
 平成２５年６月に「第３次一括法」、平成２６年５月に「第４次一括法」が成

立し、地方公共団体に対する事務・権限の移譲や義務付け・枠付けの見直し等

が進められてきた。 
さらに、地方の発意に根ざした取組を推進する新たな手法として、個々の地

方公共団体等から地方分権改革に関する提案を広く募集し、それらの提案の実

現に向けて検討を行う「提案募集方式」が平成２６年から導入された。 
「提案募集方式」による地方公共団体等からの提案等を踏まえ、事務・権限

の移譲や義務付け・枠付けの見直し等を一層推進するため、平成２７年６月に

「第５次一括法」、平成２８年５月に「第６次一括法」、平成２９年４月に「第

７次一括法」、平成３０年６月に「第８次一括法」が成立し、令和元年５月には

「第９次一括法」が成立した。 
 このような地方分権に関する種々の改革の進展や課題を視野に入れながら、

地方分権に関する基本問題について先進的かつ実践的な調査研究を実施するた

め、平成１６年度に本研究会を設置し、検討を重ねてきた。令和元年度におい

ては３回の研究会を開催しており、本報告書は、その成果をとりまとめたもの

である。 
 本報告書が、我が国の地方税財政を考える上での一助となれば幸いである。 
 なお、本研究会は、一般財団法人全国市町村振興協会と一般財団法人自治総

合センターが共同で実施したものである。 
 
 
 
令和２年３月 
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理事長  坂 本 森 男  

一般財団法人 自治総合センター 
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第１章

令和元年度調査報告





 
地⽅分権に関する基本問題についての調査研究会・専⾨分科会 

2019 年 10 ⽉ 11 ⽇報告 
 

地⽅交付税と効率性 
 

中澤 克佳* 
東洋⼤学経済学部 

 
報告要旨 
 本報告では，地⽅交付税におけるインセンティブ効果に関する実証研究を紹介し，その論
点を整理することを⽬的とした。本報告におけるインセンティブ効果とは，交付税の定率補
助⾦化による歳出誘導効果（いわゆるフライペーパー効果等）以外の効果を対象としている。
具体的には，地⽅交付税が歳出の⾮効率をもたらすという指摘について整理している。 
 本報告で検討した研究 nak は⼭下・⾚井・佐藤（2002）である。⼭下・⾚井・佐藤（2002）
では，地⽅交付税制度に内在する問題として，「ソフトな予算制約問題」および「ホールド
アップ問題」を指摘している。前者については，以下のような説明がなされている。 
 

事後的に救済するインセンティブがあり，救済する権限（＝裁量）があるならば，
つまり，（政治的，あるいは公平性の観点から）地⽅政府の財源確保に関⼼があり，
その⽅法が制度で確⽴されているならば，中央政府は地⽅予算を事後的にソフト化
するはずである。p.130 
 
実際，我が国の地⽅交付税が（交付団体の事前的インセンティブから独⽴した）真
に「⼀括的」移転であるならば，問題は⽣じない。しかしながら，現⾏の地⽅交付
税制度は，その算定，規模，及び配分に関して中央政府（総務省）の裁量の余地が
極めて⼤きい。したがって，こうした裁量は地⽅の予算を「ソフト化」し，ソフト
な予算制約問題を⽣じさせている可能性が⾼い。p.134 

 
 また，後者については以下のように説明されている。 
 

基準財政収⼊額は，地⽅政府の課税ベース拡⼤の⾃助努⼒を織り込んだ事前的視点

                                                       
* 東洋⼤学経済学部教授 
 nakazawa@toyo.jp 
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からではなく，財政⼒格差が実現した事後的視点をもとに算定されている。算定に
おいては，標準税率で課税した収⼊⾒込額に対して都道府県で８０％，市町村で７
５％が基準財政収⼊額となる。これは，新たな収⼊のうち，地⽅政府は８０％ある
いは７５％が補助⾦のカットという形で減額され，⾼率な限界税率に直⾯している
ことを意味している。このような状態は，地⽅政府にとって，企業誘致などの税源
培養のための努⼒を⾏うインセンティブを阻害し，モラル・ハザードを引き起こす。
pp.136―137 
 

 前者については中央政府からの事後的な救済を期待した⾮効率な歳出の可能性を，後者
については税源涵養の努⼒を失わせる可能性を指摘している。 
 以上の議論を踏まえて，⼭下・⾚井・佐藤（2002）では地⽅交付税が歳出に与える影響を
確率的フロンティア分析で明らかにしようと試みている。具体的には，1998 年度の都市歳
出について，⾮効率項に以下 3 つの指標を採⽤し，費⽤関数の推定を⾏っている。1．交付
税平均依存率（＝普通交付税額／⼀般財源），2．交付税限界依存率（＝Δ基準財政需要額／
Δ歳出総額），3．法⼈課税依存率（＝法⼈住⺠税／地⽅税）。 
 推定の結果，これら⾮効率項はいずれも有意であり，交付税に依存するほど歳出が⾮効率
になっていると結論付けている。 
 これに対して，林（2006）では，地⽅交付税の制度的側⾯からインセンティブ効果に疑問
を呈すると共に，推定⽅法についても疑問を呈している。その根拠として⽰しているのが林
（2002）における推定であり，その推定では交付税の指標が歳出の⾮効率性に影響を与え
るとは⾔いがたいこと結論づけている。 
 これら研究をまとめた上で，重要だと考えるのは，制度的要件をどのように整理し，実証
分析に落とし込んでいくのかという点である。特に複雑な制度部分については，交付税制度
全体の⽬的と機能に即して，どのような役割を果たすものとして導⼊されているのかを整
理する必要がある。教科書的な地⽅交付税の説明が，実態としての算定プロセスと乖離して
いるという指摘もこれが原因ではないかと考える。 
 さらに，これら先⾏研究では 1998 年の「⾏政サービス⽔準総合得点」（⽇経産業消費研
究所（現・⽇経グローカル））を公共サービス⽔準として採⽤し，推定を⾏っている。筆者
が年度を拡張して推定を⾏ったところ，ほとんどの年度できれいな結果が得られないとい
う結果が得られた。つまり，特定の時期を対象としたクロスセクションでのみ，このような
結果が得られている可能性がある。費⽤関数，確率フロンティアのいずれも，「所与の公共
サービス⽣産に対する費⽤最⼩化」（フロンティアの場合，費⽤最⼩化からの乖離）が前提
である。つまり，地⽅財政の効率性を議論する上では，「公的に供給される財・サービスの
⽔準」を適切に把握することが不可⽋であり，この点に関するデータ整備がなされていない
のが現状となっている。多様な地⽅公共サービスの⽔準を捉えることは困難が伴うが，その
指標の作成についても議論していくべきである。 
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参考⽂献 
林正義 （2002） 「⾃治体特性と⾮効率性 : 確率フロンティア分析による予備的考察」『研

究所年報（明治学院⼤学産業経済研究所）』 (19), pp.15―21. 
林正義（2006）「地⽅交付税の経済分析―現状と課題―」『経済政策ジャーナル』3(2),pp.6―24. 
⼭下耕治・⾚井伸郎・佐藤主光（2002）「地⽅交付税制度に潜むインセンティブ効果:フロン

ティア費⽤関数によるソフトな予算制約問題の検証」『フィナンシャル・レビュー』（61）
pp.120―145. 
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the Flypaper Effect: Evidence from a German State FinanzArchiv / Public Finance
Analysis, 72, p. 1 40. 2SLS

• Thushyanthan Baskaran and Zohal Hessami (2017) “Political alignment and
intergovernmental transfers in parliamentary systems: evidence from Germany”,
Public Choice, 171, p. 75 98. Sharp RD

•
• Michihito Ando(2015) “Heterogeneous Effects of Fiscal Equalization Grants on Local

Expenditures: Evidence from Two Formula based Variations”, IPSS Working Paper
Series (E) 25, 2015. Sharp RK, First difference IV
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Fiscal arrangements in Hesse
• 3 5

• Kreise (counties), Kresfreie Städte (cities with county status), Gemeinden
(municipalities)

• municipalities
• local business tax (Gewerbesteuer), local tax on building and estates

(Grundsteuer B)
• municipalities state
• state

•
•
• municipalities counties
• municipal equalization law
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Transfers and Thresholds
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Figure 3(b)
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Figure 4(b)
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Empirical model
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•
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•
•

• central town
• heteroscedasticity and autocorrelation robust standard errors
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Table 3 Results for total expenditure
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•

• 1 1
• tax base
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• OLS
•
•

• Flypaper effects
•
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Table 4&5 , Robustness checks
• business tax

•
• 100 business tax 2.5

• property tax
•

• 1 2
• Different thresholds
•
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Conclusion
• flypaper effect

• Dahlberg et al.(2008)

• Flypaper effect

• quasi experiment
• Knight(2002), Gordon(2004), Dahlberg et al.(2008)
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• Kothenburger, (2002), “Tax Competition and Fiscal Equalization,” ITAX

9, pp.391 408.
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